
1 9ニ18 0 年 1 9 ・9 ‾1 年

物的生産部門 、 4 4． 4 4 2． 0

醜 業 ・鉱業 4． 4 2 ． 6

製造業 3 ．0．・0 2 9． 2

・素材型 9 ． 4 7 ． 9

加工組立 型 1 2． 6 1 3 ． 0

その他 8 ． 0 8 ． 3

建設業 1 0 ． 0． 1 0 ． 2

ネッ トワーク部門 3 3 ． 0 3 1 ． 0

電気 ・ガ ス ・水 道 2 ∴ 9
2 ． 8

渾輸 ・r通信 6 ． 1 ． 6 ． 4

F．＿商業 1 4 ． 9 1 2 ． 3
　 金融 ・保険 ・不動産 9 ． 1 9． 5 ・

知識 ・サ ービネ生産部門 2 2 ． 6 ・ 2 7 ． 0

レジャー関連サー ビス 4． 0 4 ． 8

医 療 ・保鍵サー ビス 3」 2 3 ． 3

マネージメ ン トサービス 3． 8 8 ． 1

教育サービス 4． 1 3 ． 6

家事代替サービス 1． 4 1∴ 5

　 公務 ・その他 6． 1 5 T　7

会 計
1 0 0 ． 0 1 0 0 ． 0

偵拷）1．「SNA産業連関表」により作成。
2．製造業の分類は以下のとおり。

「素材型」は、紙・パルプ、化乳石油・石炭製品、窯業・土石製品、一次金
属。

「カロ二組立型」は、金属製品、十般機械、電受機械、輸送機臥精密機軌
「その他」は、食料品、その他貼私

3．知識・サービス生産部門の分頬は以下のとおり。

「レジャー関連サービス」は、娯楽業、放送業、飲剣吉、旅臨
「医療・保健サービス」は、医療・保健衛生（政府・非営利サービスを含む）。
「マネージメントサービス」は、研究、その他公共サービス、広告業、業務絹

物品賃貸業、その他事業所サービス業、梱包、分矯不明。

「教育サービス」は、教育（政府・非営利サービスを含む）。
塚事代替サービス」は、洗濯・理容・浴場業、その他個人サービス。
「公務その他」はその他の政府及び非営利サービス。

4．金融・保険・不動産から帰属家賃が除かれている。
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8．人口構造の変化

区　　 分 最 近 の 現 一　在 年 平 均 1995年

債　 人

年 平 均 ・2000年

偉　 人

年 平均 ‾2010年

慮　 人

年 平均 2020年

佳　 人

年 平均

増 減率

％

（1992）

億 ・人

増 減 率

・％

増減 率

％

増 減 率

率

増 減率

・寧

総 人 口 0，3 1．24 ． 0．3 ．1．25 ．0．3 ．1．27 ‥0 ．2 ∴

ピー クご・

20 11年

・1 1．30 ：
転

生産 年 齢

人　　 口 0．4 0．87 0．1

ピー ク

1995年 ‾‾

0＿・87

労 働 力

人　　 口 1．5 0．86 0．2 0．66 0．4

ピー＿ク

2000年

Oi67

老 年 人 口

比 率　 ％ 13．0 14 ．5 17．0 2 1・3 ＿‥ 25．5

（備考）1．総人口、生産年齢人口、老年人口比率については、厚生省人口問題研究所「日本の将来推

計人口（平成4年9月推計）」により作成。労働力人口については、経済審議会2010年委員

会報告（平成3年6月）による。

2．最近の増減率は1992年／1990年の年平均伸び率。

3．生産年齢人口とは、15～64歳の人口。

4．労働力人口とは、15歳以上人口のうち就業者と完全失業者を合わせたもの。

5．老年人口比率とは、65歳以上の人口／総人口。

6言轟ま減少期問を示す。
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9．女性の社会進出…女子雇用者の推移

（％）

1955　　60　　　65　　　70　　　75　　　80　　　85　　　90　　　91　　92（年）

（備考）ノ1．総務庁「労働力調査」により作成。

2．総雇用者数は非農林業の合計。
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10．日本の国際収支の推移

①　年次別の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億ドル）

8　 5 年 8　 6 年 8　 7　年 18　 8 年 8　 9 年 9　 0　年 9 1 年 9　 2 年

経 常収支 a）雲（b H c） 49 1．7 8 58．5 87 0．2． 7 96．．3 57 1，6 357．・6 7 29．0 1175．5

受取 b） 2 19 9．5 25 97．1＿ 3 04 8．8 37 26．2 4 14 4．5 44 7 2．0 49 62．7 526 1．7

輸出 17 40．2 ．．‥2 055・9 224 6．1 25 97．7 26 95．7 2 80 3．7 　 3 065．6 330 8．5

： 貿易外 収支 4 55二1 ・．‘r 537．0 ． ．7 96．4
11正 5・

． 14 38．5 ’‾1165 8．1 1885．0 193 9．1

移転収支 4．2 1 4こ2 6．3 ， 11，0 10．3 10．2 12．1 14．0

支船 C） 17 07．18 17 38．7 2 17 8．6 ■ 929・9 35 7乙 9 ．4 1 14．4 4 233．7 408 8．1

輸入 1 180．3 11野．6 ′128 2．2 164 7．5 19 26．5 こ．2 16 8．5 2 035．1 19 85．0

貿易外収支 5 06．8 男 6．寧 甲 ・4 123 0．2 1料 ：8 188 1▲0 2 06 L 6 29 40・3

移転収支 ．20．8 24．7 43．0 5 2．2 ＿ 5台．6 酪 0 … 接 亘 釦．9

轟期資本収支 d） ▲ 645．4 ▲ 13 14．6 ▲ 13 65．3 ▲ 130 9．3 ▲ 89 2．5 ・▲ 4．誠 9 ㍉ 血 流 ｛▲ 2乳 6

短期資和 胱 占） ▲　 9．4 ▲ 16．1 ： 2 38．7 1 95．2 　 20 8：1 2 14．7 ▲ 2虹 6 ．：・▲ て0．4

誤勤 醜 f） 3 9．9 2 4．6 ▲　 38．9 28．0 ▲ 22 0．1 ▲ 2 08．8 ▲　 7 8！畠 ▲ 104．5

総合収支㈲ ▲ 12 3．2 ▲ 44 7．7 ▲ 2 95‘5 ▲ 28 9．－8 ▲ ・‾3 32．9 ＿▲　 72．3こ ．ノ　76 3．7 〕1．7 16．0

誤 差脱漏／経常収 支（％） 8．1 2．9 4．5 3．‾畠 3 8．も ‥．1 蔽 4 10．7 8．9

経常収支 ／名目GⅣP （％） 3．6 4．2 3．6 2．7 2．0 1‾．2 2．2 3．2

8　5　年 8　6　年 8　7　年 8　8 年 8　9 ．年
9 0 車1

9 1 年 9　2 年

米国経常収支 ▲ 123 8．7 ▲ 150 2．0 ▲ 167 3．1 ▲ 127 1，7 ▲ 10 16．2 ▲ 9 18．6 ▲　 83．2 ▲ 66 4．0

米国誤差脱漏 27 5．9 ． 182．7 ▲ 14．1 ▲　 9．0 17 3．8 30 8．2 ▲ 15 1．4 ▲ ．12 2．2

誤 差脱漏／経常収 支（％） ・2 2．3 12．2 0．8 ・0．7 17．1 3 3．．6 18 1．9 18．4

経常収支／名目G DP ．（％）′ ▲　 3．1 ▲　 3．5 ▲　 3．7 ▲　 2．6 ▲　 L g ▲　 1．7 ▲　 0．1 ▲　 1．1

（備考）1．米国商務省「SurveyofCurrentBusiness」、日本銀行「国際収支統汁月報」、経済企画庁r国民経済計
算」により作成。

2．表中の誤差脱漏／経常収支の値は、絶対値で示している。
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●
②　最近の推移

（ドルベース、四半期、月次は季節珂整値）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億ドル）

9　0 年 9 －1 年 9 ．2 年 92／7－9 92／10－12 93／1－3 93／4－6 ‾93／7－9 P

経　 常　 収　 支 357．6 729．0 117 5．5 277．9 ・314．4 360．3 315．2 319．8

貿　 易　 収　 支 635．3 1030 T4 13 23．5 328．3 340．2 355．4 350．0 365．3

輸　　 出 2803．7 3065．6 ‾ 3308．5 850．9 824．8 862．9 885．4 913．0

輸　　 入 2168．5 2035．．1 1985．0 522．6 484．6 507．5 535．3 547．8

l

il

93／3 93／4 93／5 93／6
！

93／7 P 93／8 P 93／9 P 93／10 P

経　 常　 収　 支 160．2 118．4 108．4 ，　 88．4
l

11軍・3 95，4 112．2

l

10 4・5 ！

貿　 易　 収　 支 l
122．6

1

12 2．6 123．0
l「 10も5 130．2

l
i 料 9 12去．1 112．6

i

輸　　 出 300，4 300．8 284．9
2占9．7 1 30 5．5

297．9
l

30 9．7
1 28 6．I l

輸　　　 入 ‾ ． 177．7 178．2 161．9 1 19 5．2 175．．3 188．0 184．5 173て5

（円ベース、四半期、月次は季節調整値）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：兆円）

9　 0　年 9 1 年 9　 2　年

経　 常　 収　 支 ． 5．20 9．77 14．90

貿　 易　 収　 支 9．15 13．84 16．75

l
9 2 ／ラー9 1 9 2価 12 93／工3 9 3／4－6 93 ／7－9 P

3 ．4 7 3 ．8 7 4．33 3．4 8 3．38

4 ．10 4 ．18 4 ．3 0 3．86 3．86

経 常 収 支 ／名 目G NP （％） ！ 1．2 2．2
l

3 ．2 ！
3．O i 3 ．日　 3．7 l 2．9

2．8

93′′′3：93′／‘4193′′’5i　93一‘6 93′′8P193一ノ9P再3′ノ10Pi
l

経　 常　 収　 支 ，　 L 88
1
－　 1．33．、 1．19

1
0．95 1．21

l
0．99 1．18 1 日 2

】
貿 易 収 支　 i l・44 L ．38‾ 1．36 1．12 1．40 1．14 1．32 1．20

輸 一　　 出 3．52 3．38 3．14 3．22 3．29 3．09 3．26 3．06

輸　　 入 2．08 2，00 1．78 2．10 1．89 1．95 1．94 1．86

（肺考）1．日本銀行「国際収支統計月報」により作成。
2．Pは速報値を示す。
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（備考）1992年度は決算、1993年度は第2次補正後。

●
②　一般会計歳出の推移（当初）

①　所抑・タ肖坪一資産誼脱輝の酔い合の固r無比鴨交（地方税込み）（1991年】

匝　所得諜説く24かす中1位）

67．0％

61．7，‘

60．9％

60．1％

58．6％

56．5，‘

56．0，‘

55．0タ‘

54．3，i

53．9％

53．3％

53．2％

51．6％

Sl．5，首

48．3％

43．0％

45．5％

45．0％

43．2，‘

39．5％

38．2％

32．5，‘

31．2％

28．4％

49．6，i

白　　　　　　　　　　木

ス　　　　イ　　　　　ス

ン　　マ　・一

リ　　　カ

ーラ　ンド

ギ　　ー

テリ　ア

ダ

ラ　ン　ド

リ　　　ア

・プ　ル　タ

ン　　ダ

ー　ヂ　ン

ツ

イ　　　ン

l　　事　　－

リ　　　ス

ラ　ン　ド

7　　ノ

ユjL－ジ

ぺ

オ

カ

フ

ィ

ル

オ

ス

ド

ス

ノ

イ

7

ト

オ

ポ

フ

ル

ー　スト

ナ

イ　ン

タ

タ・セ　ン

チ

ウ　ェ

イ

ベ

ル　ウ

ギ

イ　ル

伽　消費諌説く24か国中24位）

ギ　　 リ　　 シ　　 ア 6 5 ． り 1

ポ　 ル　 ト　 ガ　 ル 5 7 ． 7 ，‘

ア　 イ　 ス　 ラ　 ン　 ド 5 5 ． 3 ％

7　 イ　 ル　 ラ　 ン　 ド 4 8 ， 0 ％

フ　　　 ラ　　　 ン　　　 ス 4 7 ， 8 ％

ノ　　 ル　 ウ　　 ェ　　 ー 4 T ． 0 ％

オ　 ー　 ス　 ト　 リ　 ア 4 5 ． 6 ％

ス　　 ペ　　 イ　　　 ン 4 3 ． 8 ％

ド　　　　 イ　　　　 ツ 4 3 ， 8 ，i

フ　 ィ　 ン　 ラ　 ン　 ド 4 2 ． 4 ％

イ　　 タ　　 リ　　　 ア 4 1 ． 9 ％

オ　　 ラ　　　 ン　　 ダ ．4 0 ． 4 ％

イ　　 ギ　　 リ　　 ス 3 9 ． T ，‘

ベ　　 ル　　 ギ　　 ー 3 9 ． 7 ％

ス　 ウ　 ぇ　 －　 デ　 ン 　 3 7 ． 2 ％

ト　　　　 ル　　　　 コ 3 6 ． 4 ％

ル ク　 セ　 ン　 ブ　 ル　 ク 3 5 ． 9 ％

エ 1 －こ ジ ー ラ　 ン ド 3 5 ． 4 ％

デ　　 ン　 マ　 ー　 ク 3 4 ． 4 ％

カ　　　　 ナ　　　 ．ダ 3 2 ． 2 ％

オ　 ー　 ス ト　 ラ リ　 7 2 7 ． 7 ％

ス　　　　 イ　　　　　 ス 2 7 ． 3 ％

ア　　 メ　　 リ　　　 カ 2 4 ． 0 ％

日　　　　　　　　　 本 1 9 ． 2 Iも

∴　 O　 E C D 措 匹 平 均　 ． 4 0 ． 3 ％

く内考）1．OECD象入関†の区分韮輝に従って作成。

2．利子、配当、キ◆ピタル・ゲイン課掛主所得隷綾に含まれる。

3．資産課税等には、資産講説のほか、青筋証券取引税、取引所税、不動産取得説及び印抵収入等が含まれる。

4．資産課税とは、1田谷挽、不鋤在鋭く臨定賓虚脱等）、相続・贈与説等をいい、8本の割合は10．5％である。
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糾　資産凛挽寄（24か国中7位）

ト　　　　 ル　　　　 コ　　　　 2 0 ． 4 ，‘ ‘

フ　 ＿　 ラ　　 ン　　 ス　　　　 1 9 ． 1 ％

オ　 ー　 ス ト　 ラ　 ヴ　 7　　　　 －1 6 ． 3 ％

ア　　 メ　　 リ　　 カ　　　　 1 6 ． 0 ，‘

オ　 ー　 ス　 ト　 リ　 7　　　 1 5 ． 0 ％

イ　　 車　　 ザ　　 え　　 ． 1 4 ． 8 ％

日　　　　　　　　　 本　　　 1 3 ． †％

7　 ィ ．ス　 ラ　 ン ド　　 1 3 ． 5 ，‘

カ　　　　 ナ　　　　 ダ　　　 1 2 ． 3 ％

ス　 ウ J L　 －　 デ　 ン　　　 1 1 ． 2 ，‘

ス　 ・　 イ　　　　 ス　　　 1 1 ． ．0 ，‘

ル　 タ ・セ　 ン　 1　 ル ク　　　　 1 0 ． 3 ，‘

ニ ュ ー ジ ー ラ　 ン ド　　　　　 8 ． 0 ％

ス　　 ペ　　 イ　　 ン　　　　　 7 ． 9 タi

7　 イ　 ル　 ラ　 ン　 ド　　　　　 7 ． 0 ％

オ　　 ラ　　 ン　　 ダ　　　　　 6 ． 3 ％

ギ　　 リ　　　 シ　　 ア　　　　　 5 ． 2 ％

ノ　 ル　 ウ　 ェ　 ー　　　　　 5 ．．0 ，‘

デ　 ン ー　 マ　 一 一　 タ　　　　　 4 ． 7 ，i

ド　　　　 イ　　　　 ツ　　　　　 4 ． 7 ％

イ　　 ク　　 リ ・　 7　　　　　　 4 ． 2 ，‘

ボ　 ル　 ト　　 が　 虞′　　　　　 4 ． 1 ％

ベ　　 ル　　 ギ　　 ー　　　　　 3 ． 8 ％

フ　 ィ　 ン　 ラ　 ン　 ド　　　　　 3 ． 3 ％

O E　 C　 D 鰭 国 平 均　　　 1 0 ． 0 ％

●
12．国民負担率
①t国民負担率の推移

（％）

缶社会保障負担

租税負担

19808182　83　84　85　86　87　88　89　90　9192（年度）

（備考）1・経済企画庁「国民経済計軌、大蔵省「財政統計」により作成。
2・1991年度までは実績、1992年度は実績見込みである。
3・1984年度までの国掛こは日本専売公社納付金を含む。
4・穣税負担率の計数は租税収入ベースであり、図民経塔計算ベースとは異

なる。

②　国民負担率の国際比較

（％）

国民負担

日　　本　アメリカ　イギリスド　イ　ツ　フランス　スウェーデン

（備考）1・日本は1992年度実績見込み、諸外軌ま1990暦年実績。（アメリカは

1989暦年実績、フランスは1988暦年実績）

2・ドイツの数値は、旧西ドイツのものである。
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